
世界貿易機関を設立するマラ
ケシュ協定の附属書四に含ま
れる協定及び関係文書
（「複数国間貿易協定」）

民間航空機貿易に関する協定
１９８０年発効、日本を含む３３か国・
地域が参加

政府調達に関する協定
１９９６年発効、日本を含む４９か国・
地域が参加。改正議定書が２０１４年に
日本について発効

国際酪農品協定 １９９５年発効、１９９７年末に終了

国際牛肉協定 １９９５年発効、１９９７年末に終了

ウルグアイ・ラウンド交渉か
らの継続交渉としてのサービ
ス分野の自由化に関する有志
国取組（サービスの貿易に関
する一般協定（ＧＡＴＳ）関
連議定書）

基本電気通信サービスに関する第四
議定書

１９９８年発効、交渉妥結時、日本を含
む６９の加盟国・地域が合意に参加

金融サービスに関する第五議定書
１９９９年発効、交渉妥結時、日本を含
む７０の加盟国・地域が合意に参加

特定分野の関税撤廃に関する
有志国取組

「情報技術製品の貿易に関する閣僚
宣言」（注：一般に、「情報技術協
定（ＩＴＡ : Information 
Technology Agreement）」と呼ばれ
る）及び拡大ＩＴＡに基づく情報技
術製品関税撤廃

１９９７年発効、日本を含む８４か国・
地域が参加

ＷＴＯにおける有志国間の取組がＷＴＯ協定に組み込まれた例

申立国名 申立て日 現状

1
中国

（DS544)
2018.04.05 2023.01.26 米国が上級委に申立て

2
インド

（DS547）
2018.05.18 2023.07.13 二国間合意に至った

3
ＥＵ

（DS548）
2018.06.01 2022.01.17 二国間合意に至った

4
カナダ

（DS550）
2018.06.01 2019.05.23 二国間合意に至った

5
メキシコ
（DS551）

2018.06.05 2019.05.28 二国間合意に至った

6
ノルウェー
（DS552）

2018.06.12 2023.01.26 米国が上級委に申立て

7
ロシア

（DS554）
2018.06.29

2023.06.23 パネルがロシアによる審理の一時停止要請を
了承、2024.06.23にパネルは設置根拠を消失

8
スイス

（DS556）
2018.07.09 2023.01.26 米国が上級委に申立て

9
トルコ

（DS564）
2018.08.15 2023.01.26 米国が上級委に申立て

２０１８年の米国による鉄鋼・アルミ関税引上げに対して
他の加盟国がＷＴＯ紛争解決制度に申し立てた案件
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